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新潟県原子力発電所の安全管理に関
する技術委員会第２回議事録

写し 平成25年9月14日
新潟県原子力発電所の安全
管理に関する技術委員会

朝日新聞記事 写し 平成26年7月5日 朝日新聞

原子力規制委員会記者会見録 写し 平成24年11月14日 原子力規制委員会

原子力規制委員会記者会見録 写し 平成26年7月16日 原子力規制員会

原発ゼロ社会への道 写し 平成26年4月12日 原子力市民委員会

原子力緊急事態に対する準備と対応
に関する国際動向調査及び防災指針
における課題の検討

抄本 平成22年11月 日本原子力研究開発機構

原子力規制委員会議事録 写し 平成26年5月21日 原子力規制委員会

平成２４年（ワ）第３６７１号・平成２５年（ワ）第３９４６号
大飯原子力発電所運転差止等請求事件
原　告　　竹本　修三　　外１９６２名
被　告　　国　　　　　　外１名

〈第５準備書面関係）

２０１４年（平成２６年）９月２６日

甲６５

新規制基準の問題全般

甲６６

米国、及び、英国では緊急時計画が許認可要件になっていること

甲６７

福井地裁の差止認容判決後も、原子力規制委員会が行政審査を行う旨宣言していること。

甲６２

田中知氏が、２０１４（平成２６）年前半まで、原発事業者である日本原燃と三菱FBRシステ
ムズから報酬を受け取っていたこと

甲６３

福島第一原発事故のような過酷事故の状況を仮定すると立地条件（審査指針）に合わなくなっ
てしまうこと等

甲６４

原子力規制委員会による審査は，原子炉の安全を担保するものではないこと

号証

立　　証　　趣　　旨

甲６１

旧審査基準で採用されていた「立地審査指針」が、新規制基準から排除されたこと

証拠説明書（甲６１〜６７号証）
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